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1は じ め に
文書提出義務の一般義務化を実現 した平成8年(1996年)の民事訴訟法










に,実 際の判例を通 じて,文 書提出命令事件 に対する理解を深めることを
試みるものである。なお,日 仏両国の状況 を比較的に把握する便宜上,本
稿では,文 書の強制的提 出も含む概念 として,文 書提出命令の語 を用いる
ことにしたい。
21975年フランス民事訴訟法改正 と文書の強制的提 出制度
フラ ンス最 初 の民事 訴訟 法典(Codedeprocedurecivile.1806年4月24
日制 定,以 下 「旧民 訴 法」 とい う)は,い わ ゆ る 「ナ ポ レオ ン諸法 典
く　ラ
(codesnapoleoniens)」の一環 を成 す もの だった。1806年法 には,文 書提
出命令 について の明文 規定が存在 しなか った。 このため,フ ラ ンス法諺 の
1つ であ る 「Nemocontraseederetenetur:Nuln'esttenudeproduiredes
pieces[deprouver]contrelui-meme.(何人 も自己の意 に反 して書類 を提
示(事 実 を証 明)す る義務 な し)」を適用 す る ことが,判 例 の伝統 とされ
くヨラ
てきた。つまり,当事者間の文書提出命令 については肯定するものが次第
に増加 していったのに対 して,第 三者に対する文書提出命令については肯
4(桃 山法学 第23号'14)











定,以 下 「新民訴法」 という)は,旧 民訴法下での極端な当事者主義に伴
う訴訟遅延の問題を解決するべ く,訴訟促進 と審理の充実を重視 した内容
く　　
となった。文書提 出命 令 に関 しては,文 書 の強制 的提 出制度が,一 連の明
文規 定(新 民 訴法11条1項,同 条2項,138条,139条1項,同 条2項,
140条,141条,142条,145条な ど)と 共 に導入 された。 もっ とも,新 民訴
法 自体 は未 完成 のため,未 完成 部分 につ いて は旧民訴 法の該 当部分 の規定
く　　
が引 き続 き適用されている。 ともあれ,新 民訴法によって確立 された文書





について明文規定 を置 くのに加 えて,フ ランス民法典(Codecivil.以下
「民法」 とい う)10条の真実顕現のための司法協力義務規定 もまた,文 書
の強制的提出制度を活用する際に用い られているという状況にある。以下




の 申請 に よ り,ア ス トラン ト(間 接 強制)を もって して も,そ れ を提 出す
るよう命 じるこ とがで きる(Siunepartiedetientunelementdepreuve,le
jugepeut,alarequetede1'autrepartie,luienjoindredeleproduire,aubesoin
apeined'astreinte.)」(新民訴 法ll条2項)。 つ ま り,文 書 の強制 的提 出 の
要件 と して当事 者 に よる 申請 が求 め られ るが,特 別 な 「要式 はない(La
demandeestfaitesansforme.)」(新民訴 法139条1項)。 「裁 判官 は,請 求
を正 当 とみなせ ば,ア ス トラ ン トを もって して も,… …原本 に よる,場 合
に よっ て は謄本 や 抄本 に よる強 制 的提 出 を命 じる(Lejuge,s'ilestime
cettedemandefondee,ordonneladelivranceoulaproductionde1'acteoude
lapiece,enoriginal,encopieouenextraitselonlecas,・・・…, ubesoi apeine
d'astreinte.)」(新民訴 法139条2項)。 新 民訴法142条は,第 三者 が所 持す
る文書 の強制的提 出 につい ての規 定で ある同法138条と139条が,当 事者が
文書 を所持 す る場合 にも適用 され る旨を明言す る。
なお,文 書の強制 的提 出 は,起 こるか もしれ ない紛 争の ために,訴 訟手
続 内で あ るいは あ らゆる手続 の前 に も求 め る こ とが許 され る(新 民 訴法
145条の レフ ェ レ(急 速審 理)認 定(refere-probatoire)による)。 また,
文書 の強制 的提 出 を命 じるか否 かは裁判 官 の 自由裁 量権(pouvoirdiscre-
tionnaire)に任 され ている。
命 じられた文書提 出 を当事者 が拒 む場合,裁 判官 は損 害賠償 の支払 を命
り 　
じる判決 または決定 を出すことがで きるが,そ れ以外の処罰はできない。
(2)第三者が所持する文書の強制的提出
旧民訴法下では,判例 ・学説共に,第 三者 に対する文書提出命令 につい
て否定的だったが,新 民訴法においてはむしろ,第 三者が文書を所持する
場合を中心 に,文書の強制的提出制度が定められていると言える。とりわ






明文 規定 は まず,「訴 訟手続 内 で一方 当事 者 が,自 分 が 当事 者 でない あ
るい は第三者が所持 す る文書 を,公 式証書 のあ るいは私署 された状 態 に し
たい な らば,そ の当事 者 は,謄 本 の引渡 しや文書提 出命 令事件 を扱 う裁判




l'acteoudelapiece.)」(新民 訴法138条)と す る。 ここでは,複 数 の要件
を満 たす ことが求 め られ ている。
請求 の要式 が ない(新 民 訴法139条1項)の は,当 事 者が 文書 を所 持す
る場合 と同 じで ある。一方 当事 者 による申請が不可 欠であ り,当 事 者の 申
請 な しに裁 判官 自 らが第三者 に文書提 出 を強制的 に命 じるこ とは,原 則 と
してで きない。 引渡 し(delivrance)は,原本,謄 本,抄 本 のいず れか の
か たちで行 われ る(新 民訴法139条2項)。文 書の引渡 しを命 じる 「裁判 は,
必 要 が あ れ ば原 本 に基 づ き… … 執 行 力 が あ る(Ladecisiondujugeest
executoire……,surminutes'ilyalieu.)」(新民 訴法140条)し,即 時 にア
ス トラ ン トを実施 で きる。
第三 者が文書 提 出 につ いて正 当 な障害 事 由 を援 用 す る場合,「 … …裁判
官 は,第 三者 による要式の ない請求 に基づ き,裁 判 を取 り消す あるい は変
更す るこ とがで きる。第三者 は,判 決 の言渡 しか ら15日以内 に,新 た な裁




文書 提 出 を拒 む ことがで きる正 当 な障害 事 由 と して は,職 業 上 の秘密
(secretdesaffaires),医療上 の秘 密(secretmedical),私生 活上 の秘密
くゆ
(intimitedelavieprivee)などが考 え られるが,詳 細 は本稿4で 検討 す る。
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(3)真実顕現 のための司法協 力義務(フ ラ ンス民 法10条)と の関係
民 法10条(1972年7月5日 の法律626号修 正 に よ り追加)は,1項 で
「何 人 も,真 実 の顕 現 のため に,司 法 に協力 しなければ な らない(Chacun
esttenud'apportersonconcoursalajusticeenvuedelamanifestationdela
verite.)として,真 実顕現 のため の司法協力 義務 を定め る。 さらに同条2
項 は 「アス トラ ン トあ るい は民事 罰金 を もって して も,義 務 を果 たす よ う
強制で きる(pentetrecontraintd'ysatisfaire,aubesoinapeined'astreinteou
d'amendecivile,)」と して,真 実顕現 の ため の司法協 力義務 の強制 に言及
す る。
共 に1970年代 に新設 され た民法10条と新民 訴法 は,立 法経緯 において密
接 に関連 す る。す なわ ち,第 三者が文書 を所 持す る場 合,文 書提 出 を強制
す るこ とは第三者 の財 産権 を侵 害す る可能性 が あるため,法 律上 の根 拠が
必 要 となる。 しか し,旧 民訴 法 はデク レ(decret.政令)を 多 用 してお り,
仮 に第 三者 に対す る文 書提 出命令 をデク レで規定す る と,フ ラ ンス共和 国
憲法典(Constitution.以下 「憲法」 とい う)に 違反す るおそ れが あ った。





問題 となることも少な くないのは,先 に述べたとおりである。このように,
文書の強制的提出が必ず しも容易 に認められるわけではないことから,文
書の強制的提出制度の背後にある真実顕現のための司法協力義務について,
義務の性質が問われることもある。この点 に関 して,当 事者が文書 を所持




と共に正当な障害事由を狭 く解釈 してお り,その結果,文 書提出の場が拡
くユヨ　
大される傾向にあるとの指摘 もある。後者で指摘される傾向は近時の判例
において顕著と思われるため,次 で検討 してい く。






の当事者 とな る機会 を広 く与 え られて いるか らで ある。 したが って,公 文
書提 出について も従 来 は,行 政訴 訟で争 われ るのが 一般 的 だった。 しか し
近年,民 事 訴訟 としての文書提 出命令事件全 般の増加 に伴 って,行 政が第
三者 として民事訴訟 で公 文書提 出 を争 う事例 が見 られる ようになった。 そ
の先駆 け となった判決 が,破 殿 院民事1部1987年7月21日 判 決(Bulletin
l9871N°248p.181)であ る。本判決 は,民 法10条の真実顕 現の ための司
法協 力義務 規定 が,私 人 と同様,公 法人(lespersonnespubliques)にも
当然 に適用 され る ことを認 めた うえで,し たが って民事 裁判官 は三権分立
(laseparationdespouvoirs)原則 に反す る こ とな く,行 政 に文書提 出 を命
じるこ とがで きる と明言 した,画 期的 な判 決だ った。
本件 は,離 婚訴訟 におい て妻 が,夫 と姦通 関係 にある女性 の電話 番号 の
み を知 っていた ため,郵 政省(1'administrationdespostesettelecommuni-
cations)に対 して,当 該 電話番号 の名義人氏 名お よび住 所 を記載 した文書
を提 出す る よう求 めた事 件 である。郵政省 は当該電話番 号 につ いて,い わ
ゆ る 「赤 リス ト(1isterouge)」,つま り同 リス ト掲載 人物 の身元お よび住
所 を公 開 しない とい う契約 の存在 を理 由に,文 書提 出 を拒 んでいた。破殿
くユの
院 は次 の ように判示 して,原 審の控 訴 院(1acourd'appel)判決 同様,文
書の強制 的提 出 を肯定 した。
まず,「 真実顕 現 のため の司法協力 義務 は,私 人 と同様,公 法人 につ い
て も不可 欠であ る。民事 裁判官 は,… … 三権 分立原則 を無視す る ことな く,
その よ うな方法 を命 じるこ とがで きる し,第 三者が公 法人 だ として も同 じ
であ る(robligationd'apportersonconcoursalajusticepourlamanifestation




personnepublique)」と し た 。
次 に,郵 政 大 臣(leministredespostesettelecommunications)が主 張
す る,本 件 の よ う な 文 書 提 出 命 令 は 新 民 訴 法145条 や 同 法138条 が 想 定 し な
い も の で あ る し,最 終 的 に は 新 民 訴 法ll条,143条,146条 に 反 す る こ と に
な る と い う抗 弁 を 退 け た 。
さ ら に,「 民 事 裁 判 官 は,真 実 顕 現 に 役 立 つ と 思 わ れ る あ ら ゆ る 文 書 の
提 出 を 第 三 者 に 命 じ る 権 限 を も つ 。 こ の 権 限 は,… … 私 生 活 上 の 秘 密,




ausecretprofessionnel)」と し た 。
最 後 に,郵 便 電 信 法(Codedespostesettelecommunications)D359条
に よ る と,電 話 加 入 者 の 氏 名 は 一 般 的 に 公 開 の 対 象 と さ れ て い る か ら,
「赤 リ ス ト」 を 正 当 化 理 由 す な わ ち 新 民 訴 法141条 の 正 当 な 障 害 事 由 と し て
用 い る こ と は で き な い と し た 。
本判決の最後の部分 に関 しては,当 事者間の合意による文書提出の回避
(守られるべ き秘密の範囲を任意に拡大す ること)を 阻止 しているとの分
くユの
析 も紹介 されている。文書を所持する第三者が 「公法人」であるにもかか
わらず,真 実顕現のための司法協力義務の優先性を前面に押 し出すかたち





法141条)の存 否が問題 となる事例 の多 くは 「職 業上の秘密」該当性 を争 っ
てい る。 こう した文書提 出命令事 件で は,銀 行が第 三者 と して訴 訟 に関与
す る例 が少 な くない。
ところで,銀 行が 自身 を当事 者 とす る訴訟 を既 に開始 している場 合,そ
の銀行 は 「文書 を所持 す る第 三者」 として職 業上 の秘 密 を援用 で きるだ ろ
うか 。破殿 院商事 部1990年6月19日判 決(Bulletin19901VN°179p.123)
は,こ の ような場合 に職業上 の秘 密が文書 を所持す る銀行 によって援 用 さ
れて はな らない こ とを明 らかに した判決 であ る。
本件 は,パ リ国立銀行(laBanquenationaledeParis.以下 「BNP」とい
う)が ダンブラ社(lasocieteDamblat)による赤 字経済活 動の続行 を容認
して きた として,ダ ンブラ社の債権 者 が起 した訴訟 において,鑑 定(ex-
pertise)に付 す るた めの オル ドナ ンス(ordonnance.行政権 に よって発せ
られ る命令 の一種)に よって,ア ス トラ ン トの下,会 計 文書 を提 出す る よ
うBNPが 厳命 された事 件 であ る。BNPは,裁 判官 が職業 上の秘密 を考慮
せず に越権 行為 を行 った として オル ドナ ンスの撤 回(retractation)を求 め
くユの
ると共に,文 書提 出を拒んだ。BNPはまた,原 審の控訴院判決について,
新民訴法4条 が規定する訴訟の対象,フ ランス刑法(Codepenal.以下
「刑法」とい う)378条が規定する銀行取引秘密などに反すると非難 した。
しか し,破殿院は次のように判示 して,原 審同様,文 書の強制的提出を肯
定 した。
ま ず,「 職 業 上 の 秘 密 の 尊 重 や 文 書 を 求 め る 利 益 の 欠 如 を 理 由 に,銀 行
は 自 身 の 抵 抗 を 何 と し て も 正 当 化 し よ う と し た が,内 部 利 用 文 書 で は な い
し,そ の 主 張 と は 反 対 の 性 質 を も つ と は っ き り述 べ て,控 訴 院 は … … 訴 訟




allegations,1acourd'appeln'apasmodifie1'objetdulitige)」と し た 。
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そ の う え で,「 銀 行 は,秘 密 を 守 る 第 三 者 と し て で は な く,銀 行 取 引 秘
密 の 受 益 者 に よ っ て 秘 密 を 援 用 さ れ る 側 の 訴 訟 当 事 者 と し て,文 書 提 出 を
命 じ ら れ た(lademandedecommunicationetaitdirigeecontrelabanquenon
pasensaqualitedetiersconfidentmaisenCelledepartieauprocesintente




密の該当性 を判断する際に,重 要な先例 となるだろう。
(3)2003年判例(銀 行取引秘密 と名義人死亡)
フランスの文書提出命令事件では,文 書 を所持する第三者 として銀行が







26p.30)は,死亡 した名義人の身元を記載 した文書についても,銀 行が
銀行取引秘密を民事裁判官に対抗で きることを明 らかにした判決である。
本件は,1993年3月に名義人が死亡 したことを知 らずに,そ の名義人が
BNPパリバ銀行(1aBNP-PARIBAS.以下 「銀行」 という)に 保有する口







肯定 したのに対 して,破 殿院は次のように判示 して,原 審を一部破棄無効
としたうえで,文 書の強制的提出を否定すると結論づけた。
ま ず 銀 行 は,文 書 提 出 が 非 債 弁 済 の 返 還 手 続 を 急 が せ る た め の 措 置 だ か
ら,レ フ ェ レ 裁 判 官 の み こ れ を 命 じ う る と し て,控 訴 院 が 新 民 訴 法79条 の
管 轄 規 定 に 違 反 し た と 主 張 し た 。 こ れ に 対 し て 破 殿 院 は,控 訴 申 立 書 に よ
る と 銀 行 は,新 民 訴 法79条 の 適 用 を 前 提 に 控 訴 し て い る の だ か ら,銀 行 の
主 張 は 受 け 入 れ ら れ な い と し て,控 訴 院 を 支 持 し た 。
し か し,「 通 貨 金 融 法L.511条 と な っ た1984年1月24日 の 法 律57条 と,
民 法10条 を か ん が み る と,真 実 顕 現 に 役 立 つ と 思 わ れ る あ ら ゆ る 文 書 の 提
出 を 当 事 者 あ る い は 第 三 者 に 命 じ る 民 事 裁 判 官 の 権 限 は,と り わ け 職 業 上
の 秘 密 の た め の 正 当 化 理 由 の 存 在 に よ っ て 制 限 さ れ る と い う の が,条 文 の





notammentausecretprofessionel)」と し た う え で,控 訴 院 の 条 文 違 反 を 次
の と お り指 摘 し た 。
「控 訴 院 はCNAVの 主 張 を 認 め る た め に,口 座 名 義 人 の 死 亡 後,そ の
名 義 人 あ る い は 口 座 を動 か す こ と が で き る 者 の 身 元 に 関 す る 情 報 を も っ ぱ
ら 求 め ら れ て い る 時 は,1984年1月24日 の 法 律57条 に よ っ て 設 け ら れ た 職






「命 じ ら れ た 文 書 提 出 は,信 用 制 度 を 支 え る 銀 行 取 引 秘 密 に つ い て の 法
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規 範 に 反 す る し,利 益 を 享 受 す る 者 の 死 亡 と 共 に 消 え る の で は な く口 座 を
動 か す 権 限 を もつ 者 に ま で 影 響 が 及 ぶ の で,民 事 裁 判 官 に 対 抗 し う る 正 当






最 後 に,新 民 訴 法627条 が 規 定 す る 破 殿 院 の 裁 量 権 を 援 用 し た う え で,
文 書 の 強 制 的 提 出 を 否 定 し た 。
近時の判例 は,文書提 出を拒む正当な障害事由の代表例である職業上の
秘密について,こ れを狭義に解 したうえで,文 書の強制的提出を肯定する
傾向が強い。こうした傾向 と一線 を画 した本判決は,先 に検討 した1990年










思うに,後 者のような判断の相違は,守 られるべ き秘密の公開によって影
響 を受ける者の帰責性 と関連づけられるのではないだろうか。例 えば,
1990年判例の事例では訴訟当事者の銀行 自身の内部秘密とも言える内容の
公 開が求められているのに対 し,2003年判例の事例で求められているのは
14(桃 山法 学 第23号'14)
訴外の第三者に関する情報である。つまり,両事例は,秘 密の公開によっ
て影響を受ける者 と秘密との関係 とい う点で状況を異 にするため,文 書の
強制的提出の肯否について結論 を分けたとも考えられるのである。
日本 との比較では,文 書提出命令のはたらく範囲は,原 則 として行政を
その対象外 とするフランスよりも日本の方が一般的に広いと思われるため,
フランスにおける文書の強制的提出制度 をそのまま日本に応用するのは実
際的ではない。 もっとも,文書提出を拒む正当な障害事由,特 に 「職業上
の秘密」該当性に関する判例の見解は,日本で も参考 になるだろう。
旧民訴法時代か らの当事者主義の尊重 を維持 しつつ,新 民訴法下で民法
10条をどこまで重視 してい くか。文書の強制的提出の現場は,フ ランス民
事訴訟法のアイデンティティーを現代に改めて問いかけていると言えるだ
ろう。




の旧旧法(明 治民事訴訟法)に 始 まる。三木浩一=山 本和彦編ジュリス
ト増刊 『民事訴訟法の改正課題』(2012年)2頁。
(2)民 法典(1804年制定),商法典(1807年制定),刑法典(1810年制定),
治罪法典(1808年制定)と 併 せて,「 ナポ レオ ン5法 典(cinqcodes
napoleoniens)」とも呼ばれる。滝沢正 『フランス法 第4版 』(三省堂,
2010年)17頁。
(3)山 口俊夫編 『フランス法辞典』(東京大学出版会,2002年)643頁。
(4)山 本和彦 「フランスの文書提出命令制度 について」文書提出命令制度




守夫=野 村秀敏 「民事訴訟における文書提出命令(一)一 伊方原発訴訟
文書提出命令事件を機縁 として」判例評論204号(1976年)119-120頁が
フランスにおける文書提出命令事件15
詳 し い 。
(7)徳 田 ・前 掲(注5)2頁 。















徳 田 ・前 掲(注5)30-31頁 。
山本 ・前 掲(注4)。
同 上 。
リ モ ー ジ ュ控 訴 院1985年6月18日判 決 。
山本 ・前 掲(注4)。
ア ジ ャ ン控 訴 院1988年9月29日 判 決 。
パ リ控 訴 院2000年9月11日 判 決 。
徳 田 ・前 掲(注5)31頁 。
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